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○大隅曽於地区消防組合危険物の規制に関する規則 

平成28年12月20日 

規則第10号 

大隅曽於地区消防組合危険物の規制に関する規則(昭和54年大隅曽於地区消防組合規則第

1号)の全部を改正する。 

(趣旨) 

第1条 この規則は、消防法(昭和23年法律第186号。以下「法」という。)、危険物の規制

に関する政令(昭和34年政令第306号。以下「政令」という。)及び危険物の規制に関する

規則(昭和34年総理府令第55号。以下「省令」という。)の施行に関し必要な事項を定める

ものとする。 

(仮貯蔵又は仮取扱いの承認申請) 

第2条 法第10条第1項ただし書の規定により危険物を仮に貯蔵し、又は取扱いの承認を受

けようとする者は、危険物仮貯蔵・仮取扱承認申請書(省令様式第1の2)に当該付近の見取

図、承認を受ける場所の図面その他火災予防上必要な書類等を添えて消防長に提出し、そ

の承認を受けなければならない。 

2 消防長は、前項の申請書を受理し、承認したときは、危険物仮貯蔵・仮取扱承認証(別記

様式第2号)を交付し、承認しないときは、危険物仮貯蔵・仮取扱不承認通知書(別記様式

第3号)を交付するものとする。 

3 第1項の規定により承認を受けた者は、仮貯蔵又は仮取扱いをする期間中、外部から見

やすい箇所に省令第17条及び第18条の規定に準じた標識及び掲示板を設置しなければな

らない。 

(製造所等の設置又は変更の許可等) 

第3条 大隅曽於地区消防組合管理者(以下「管理者」という。)は、法第11条第1項の規定に

よる製造所、貯蔵所又は取扱所(以下「製造所等」という。)の設置又は製造所等の位置、

構造及び設備の変更の許可についての申請書を受理した場合において、これが政令及び省

令で定める技術上の基準に適合すると認めたときは、許可証(別記様式第4号)を交付し、

当該基準に適合していないと認めたときは、不許可通知書(別記様式第5号)を交付するも

のとする。 

(許可等申請の取下げ) 

第4条 法第11条第1項の規定により製造所等の設置又は変更の許可を受けた者が、当該許

可に係る製造所等の設置又は変更を中止しようとするときは、危険物製造所・貯蔵所・取
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扱所設置(変更)許可取下げ届出書(別記様式第6号)に当該許可証を添えて管理者に提出し

なければならない。 

(製造所等の仮使用の承認) 

第5条 管理者は、法第11条第5項ただし書きの規定による仮使用の承認申請書を受理し、

承認したときは、仮使用承認証(別記様式第7号)を交付し、承認しないときは、仮使用不

承認通知書(別記様式第8号)を交付するものとする。 

2 前項の承認を受けた者は、仮使用をする期間中、当該製造所等の見やすい箇所に消防法

による仮使用承認済(別記様式第9号)の掲示板を設置しなければならない。 

(仮使用の承認の取消し) 

第6条 管理者は、前条第1項の仮使用を承認した製造所等において、当該申請の内容と異

なる工事又は仮使用が行われ、火災予防上危険であると認めたときは、当該仮使用の承認

を取り消すことができる。 

2 前項の仮使用の承認の取消しは、仮使用承認取消通知書(別記様式第10号)を仮使用の承

認を受けた者に交付するものとする。 

(基準の特例適用の申請等) 

第7条 法第10条第4項に規定する技術上の基準について、政令第23条に規定する基準の特

例適用を受けようとする者は、危険物製造所・貯蔵所・取扱所特例適用申請書(別記様式

第11号)を第3条に規定する申請書に添えて、管理者に提出しなければならない。 

2 管理者は、前項の特例適用の申請を承認したときは、特例適用承認通知書(別記様式第12

号)を交付し、承認しないときは、特例適用不承認通知書(別記様式第13号)を交付するも

のとする。 

(中間検査) 

第8条 管理者は、製造所等の設置又は変更に係る工事の工程において、完成検査時に見分

できない配筋、配管等の施工状況について、必要の都度検査するものとする。 

(完成検査済証の交付等) 

第9条 管理者は、政令第8条第1項の規定による製造所等の完成検査申請書を受理したとき

は、当該製造所等を検査し、これらが法第10条第4項に規定する技術上の基準に適合して

いると認めたときは、政令第8条第3項の規定により完成検査済証を交付し、当該基準に

適合していないと認めたときは、完成検査不適合通知書(別記様式第14号)を交付するもの

とする。 

(完成検査済証の再交付) 
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第10条 管理者は、政令第8条第4項の規定による完成検査済証の再交付申請書を受理した

ときは、再交付する完成検査済証に再交付及び再交付した年月日を記し、交付するものと

する。 

(許可証等の再交付) 

第11条 法第11条第1項の規定による許可証(別記様式第4号)、政令第8条の2第7項の規定に

よるタンク検査済証(以下「許可証等」という。)の交付を受けている者は、許可証等を亡

失、汚損等した場合は、危険物許可証等再交付申請書(別記様式第15号)を管理者に提出し、

その再交付を申請することができる。 

2 管理者は、前項の申請書を受理したときは、再交付する許可証等に再交付及び再交付し

た年月日を記し、交付するものとする。 

3 許可証等を汚損又は破損したことにより再交付を申請する場合は、第1項に規定する申

請書に当該許可証等を添えて申請するものとし、許可証等を亡失して再交付を受けた者は、

亡失した許可証等を発見した場合は、これを速やかに管理者に提出しなければならない。 

(製造所等の用途廃止の届出) 

第12条 法第12条の6の規定による製造所等の用途の廃止の届出をしようとする者は、第3

条の規定により交付を受けた許可証(別記様式第4号)及び第9条の規定により交付を受け

た完成検査済証(移動タンク貯蔵所については、政令第8条の2第7項に規定するタンク検

査済証を含む。)を当該届出書に添えて、管理者に提出しなければならない。 

(危険物保安監督者の選任又は解任の届出) 

第13条 法第13条第2項の規定により危険物保安監督者の選任又は解任の届出をしようと

する者は、危険物保安監督者選任・解任届出書を管理者に提出しなければならない。 

2 前項の選任の届出をする場合には、危険物保安監督者の危険物取扱者免状の写し及び6

か月以上の危険物取扱いの実務経験を証明する実務経験証明書(省令様式第20の2)を添付

して提出しなければならない。 

(予防規程の認可) 

第14条 管理者は、法第14条の2第1項の規定による予防規程の制定又は変更に係る認可の

申請があった場合において、当該申請を認可したときは、認可済証印(別記様式第17号)

を当該申請書に押印し、1部を申請者に交付するものとする。 

(製造所等の休止等の届出) 

第15条 製造所等の所有者、管理者又は占有者(以下「所有者等」という。)は、次の各号の

いずれかに該当する場合は、遅滞なくそれぞれ当該各号に定める様式により届け出なけれ
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ばならない。 

(1) 製造所等の使用を3か月以上休止しようとする場合 危険物製造所・貯蔵所・取扱所

休止届出書(別記様式第18号) 

(2) 休止した製造所等を再開しようとする場合 危険物製造所・貯蔵所・取扱所再開届

出書(別記様式第19号) 

(3) 製造所等を設置した者の氏名、住所若しくは名称又は製造所等の所在する場所の地

名地番に変更があった場合 記載事項変更届出書(別記様式第20号) 

(4) 製造所等に事故が発生した場合 危険物事故発生届出書(別記様式第21号) 

(5) 製造所等の位置、構造又は設備について、法第11条第1項後段の規定に基づく変更の

許可を要しない程度の軽易な変更若しくは補修をしようとする場合又は修理、分解、清

掃その他災害発生のおそれのある作業をしようとする場合 危険物製造所・貯蔵所・取

扱所軽微な変更工事届出書(別記様式第22号) 

(6) 前各号に定めるもののほか、管理者が火災の防止のために必要と認める場合 管理

者が必要と認める書類 

(事故等の通報場所の指定) 

第16条 法第16条の3第2項に規定する危険物の流出その他の事故が発生したときの通報場

所は、大隅曽於地区消防組合火災予防条例等施行規則(昭和52年大隅曽於地区消防組合規

則第14号)第10条に定める場所とする。 

(危険物の収去) 

第17条 管理者は、法第16条の5第1項の規定により消防職員に危険物又は危険物であるこ

との疑いのある物を収去させるときは、当該施設の関係者に収去票(別記様式第23号)を交

付するものとする。 

(立入検査証) 

第18条 法第16条の5第3項において準用する法第4条第2項に規定する証票は、大隅曽於地

区消防組合消防職員の立入検査証に関する規則(平成9年大隅曽於地区消防組合規則第4

号)の例による。 

(申請書等の提出及び提出部数) 

第19条 法、政令、省令及びこの規則に定めるところにより管理者に提出する申請書、届

出書、その他の書類は、消防長を経由して提出しなければならない。 

2 前項の提出部数については、2部とする。 

(簿冊) 
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第20条 この規則の施行の適正を図るため、次の各号に掲げる簿冊を消防本部予防課に備

え付けるものとする。 

(1) 危険物製造所、貯蔵所及び取扱所台帳 

(2) 危険物製造所等許可番号簿(別記様式第24号) 

(3) 危険物製造所等完成検査番号簿(別記様式第25号) 

(4) 危険物製造所等特例適用申請書処理簿(別記様式第26号) 

(5) 水圧・水張検査番号簿(別記様式第27号) 

(6) 予防規程認可番号簿(別記様式第28号) 

(7) 危険物収去票番号簿(別記様式第29号) 

(委任) 

第21条 この規則の定めるもののほか、必要な事項は、消防長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成29年1月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際、改正前の大隅曽於地区消防組合危険物の規制に関する規則(以下

「旧規則」という。)の規定によりなされた許可その他の手続は、改正後の大隅曽於地区

消防組合危険物の規制に関する規則(以下「新規則」という。)中にこれに相当する規定が

ある場合には、この規則の相当規定によってしたものとみなす。 

3 この規則の施行の際、旧規則の規定により現に交付された許可証、承認証及び通知書等

は、新規則の相当規定により交付された許可証、承認証及び通知書等とみなす。 

附 則(令和元年規則第3号) 

この規則は、令和元年10月1日から施行する。 

附 則(令和3年規則第2号) 

この規則は、令和3年2月1日から施行する。 

附 則(令和5年規則第9号) 

この規則は、令和5年11月1日から施行する。 
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別記様式第1号 削除 

別記様式第2号(第2条関係) 

別記様式第3号(第2条関係) 

別記様式第4号(第3条関係) 

別記様式第5号(第3条関係) 

別記様式第6号(第4条関係) 

別記様式第7号(第5条関係) 

別記様式第8号(第5条関係) 

別記様式第9号(第5条関係) 

別記様式第10号(第6条関係) 

別記様式第11号(第7条関係) 

別記様式第12号(第7条関係) 

別記様式第13号(第7条関係) 

別記様式第14号(第9条関係) 

別記様式第15号(第11条関係) 

別記様式第16号 削除 

別記様式第17号(第14条関係) 

別記様式第18号(第15条関係) 

別記様式第19号(第15条関係) 

別記様式第20号(第15条関係) 

別記様式第21号(第15条関係) 

別記様式第22号(第15条関係) 

別記様式第23号(第17条関係) 

別記様式第24号(第20条関係) 

別記様式第25号(第20条関係) 

別記様式第26号(第20条関係) 

別記様式第27号(第20条関係) 

別記様式第28号(第20条関係) 

別記様式第29号(第20条関係) 

 


